
台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金交付要綱 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、食の支援を行う団体が食料支援を必要としている子育て世帯に対して実施す

るフードパントリー事業に要する経費の一部を補助することにより、同事業の充実を図り、もっ

て子育て世帯の経済的負担を軽減することを目的とする。 

 

（通 則） 

第２条 台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付につい

ては、東京都台東区補助金等交付規則（昭和４５年１２月台東区規則第３７号）に定めるもののほ

か、この要綱に定めるところによる。 

 

（定 義） 

第３条 この要綱において、フードパントリー事業（以下「フードパントリー」という。）とは、ひ

とり親家庭をはじめとする子育て世帯に対して食料を提供する事業をいう。 

 

（補助対象事業） 

第４条 この補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、台東区内（以下「区内」

という。）に居住している子供及びその保護者に対し、次の各号に掲げる事項を全て満たすフード

パントリーとする。 

(１) 月１回以上開催していること。 

(２) １回につき１０名以上が参加できること。 

(３) 常時責任者を配置し、安全に配慮すること。 

(４) ボランティア行事用保険その他フードパントリーの利用者が直接補償を受けることができ

る保険に加入していること。 

(５) 食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）、関係法令その他通知等に基づく適切な衛生管理

体制であること。 

 

（補助対象団体） 

第５条 この補助金の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、次の各号に掲げる要件

を全て満たす団体のうち、区長が認めた団体とする。 

(１) 区内で補助対象事業を実施し、５名以上で構成されていること。 



(２) 補助対象事業を継続的に実施するための物的及び人的能力を有すること。 

(３) 宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。 

(４) 公共の安全及び福祉を脅かすおそれがないこと。 

(５) 暴力団（東京都台東区暴力団排除条例（平成２３年１２月台東区条例第２９号）第２条第１

号に規定する暴力団をいう。）でないこと。 

 

（補助対象経費等） 

第６条 この補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業の実施に

要する経費のうち、別表に掲げる経費とする。 

 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、１月につき５万円を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象団体がはじめて補助対象事業を実施する場合は、補助対象

事業を開始した月に限り、１０万円を限度とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、補助金は、予算の範囲内で交付する。 

４ 第１項又は第２項の規定により算出した金額に、１，０００円未満の端数があるときは、これを

切り捨てるものとする。 

 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象団体（以下「交付申請団体」という。）は、台東区

フードパントリー運営団体支援事業補助金交付申請書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を

添えて区長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画書 

(２) 事業収支予算書 

(３) 補助金交付申請額内訳書 

(４) 構成員名簿 

(５) 補助対象団体の要件に関する書類 

(６) 消費税仕入税額控除確認書 

(７) その他区長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定等） 

第９条 区長は、前条の規定による交付申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付又は



不交付を決定するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による交付を決定したときは台東区フードパントリー運営団体支援事業補

助金交付決定通知書（第２号様式。以下「交付決定通知」という。）により、不交付を決定したと

きは台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金不交付決定通知書（第３号様式）により、交

付申請団体に通知するものとする。 

３ 区長は、前項の規定による交付決定に際して、次の各号に掲げる条件を付するものとする。 

(１) この要綱に定める事項その他関係法令の規定を遵守すること。 

(２) 個人情報等を収集する際は、本人に当該個人情報の利用目的を通知し、同意を得ること。 

(３) 補助対象事業を運営する過程で取得した個人情報及び知り得た個人の秘密を保護するため、

別記で定める「個人情報の保護に関する特記事項」を遵守すること。 

(４) 補助対象事業の利用者から費用等を徴収する場合は、区と事前に協議すること。 

(５) 食物アレルギーをはじめとした各種アレルギー情報については、面接や保護者への確認等

を通して調査し、補助対象事業の利用者の安全管理に努めること。 

 

（変更交付申請） 

第１０条 交付決定通知を受けた交付申請団体（以下「交付決定団体」という。）は、当該通知の受

領後、交付申請の内容を著しく変更しようとする場合又は事業を中止しようとする場合は、あら

かじめ台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金変更交付申請書（第４号様式）に、次の各

号に掲げる書類を添えて区長に申請しなければならない。 

(１) 変更しようとする事業計画書及び収支予算書 

(２) その他区長が必要と認める書類 

 

（変更交付決定） 

第１１条 区長は、前条の規定により変更交付申請があった場合は、その内容を審査し、変更交付を

決定したときは、台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金変更交付通知書（第５号様式）

により、交付決定団体に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第１２条 交付決定団体は、第９条の規定による交付決定の内容又はこれに付された条件に不服が

あるときは、交付決定通知を受けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出す

ることにより、申請を取下げることができる。 

２ 前項に規定する場合のほか、交付申請後に申請を取り下げようとするときは、遅滞なくその旨



を記載した書面を区長に提出しなければならない。 

 

（事業遅延等の報告） 

第１３条 交付決定団体は、補助対象事業が予定の期間内に終了しない場合又はその遂行が困難と

なった場合は、速やかにその理由を添えて、書面により区長に報告し、その指示を受けなければな

らない。 

（状況報告） 

第１４条 区長は、補助金の円滑かつ適正な執行を図るため必要があるときは、交付決定団体に対

し、補助対象事業の遂行状況に関し状況報告を求めることができる。 

２ 交付決定団体は、補助対象事業の実施状況並びに利用者及び事業運営を補助するボランティア

スタッフの参加実績について、台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金実施状況報告書

（第６号様式）により、四半期ごとに状況を報告しなければならない。 

 

（遂行命令） 

第１５条 区長は、前２条の規定による報告又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条

第２項の規定による調査等により、補助対象事業が補助金の交付決定の内容又はこれに付した条

件に従って遂行されていないと認めるときは、交付決定団体に対して、これらに従い補助対象事

業を遂行することを命ずるものとする。 

２ 区長は、交付決定団体が前項の規定による命令に違反したときは、補助対象事業の一時停止を

命ずるものとする。 

 

（実績報告） 

第１６条 交付決定団体は、補助対象事業が終了（中止又は廃止を含む。以下同じ。）したとき、又

は交付決定の日の属する年度が終了したときは、終了の日から起算して１４日以内に、台東区フ

ードパントリー運営団体支援事業補助金実績報告書（第７号様式）を区長に提出しなければなら

ない。 

２ 区長は、前項の実績報告を受けた場合において必要と認めるときは、現地調査等を行うことが

できる。 

 

（補助金の額の確定） 

第１７条 区長は、前条の規定による実績報告書の提出があった場合は、その内容の審査及び必要

に応じて行う現地調査等により、その報告に係る成果が交付決定の内容及びこれに付した条件に



適するものであるかどうかを審査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金交付額確定通知書（第８号様式）により交付決

定団体に通知するものとする。 

２ 交付する補助金の額は、第９条の規定により交付決定した補助金の額と、前条の規定による実

績報告により算出した各事業の実施に要した補助対象経費の実支出額から各事業に係る収入額を

控除した額とを比較して、いずれか低い額とする。 

 

（補助金の交付） 

第１８条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に交付するものとする。

ただし、補助事業の円滑な遂行のために、必要があると認められる経費については、補助金の交付

決定後に概算払をすることができる。 

２ 交付決定団体は、前項の規定による概算払を受けようとするときは、台東区フードパントリー

運営団体支援事業補助金概算払申請書（第９号様式）を区長に提出しなければならない。 

３ 区長は、概算払申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、概算払すべきと認めたとき

は、概算払をする補助金の額を決定し、台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金概算払

通知書（第１０号様式）により交付決定団体に通知するものとする。 

４ 交付決定団体は、第１項又は前項の規定により補助金を受けようとするときは、台東区フード

パントリー運営団体支援事業補助金請求書（第１１号様式）を区長に提出するものとする。 

５ 区長は、前項の請求書の提出があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

 

（概算払の精算） 

第１９条 交付決定団体は、前条第２項の規定により補助金の概算払を受けた場合は、第１７条第

１項の交付額確定の通知を受けた後、台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金概算払精

算書（第１２号様式）を提出し、速やかに補助金を精算しなければならない。 

２ 交付決定団体は、概算払いを受けた後に、第１１条の規定による事業中止の承認があった場合

は、速やかに補助金を返還しなければならない。 

 

（交付決定の取消し） 

第２０条 区長は、交付決定団体が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 区長の承認を受けずに補助対象事業を中止し、又は廃止したとき。 

(２) 正当な理由がないにもかかわらず、交付決定のあった日の属する年度の末日まで予定期間



内に事業に着手せず、又は終了しないとき。 

(３) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(４) 補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付決定の内容、交付決定に付した条件又は法令若

しくはこの要綱に基づく命令に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、台東区フードパントリー運営団体支

援事業補助金交付決定取消通知書（第１３号様式）により、交付決定団体に通知するものとする。 

３ 第１項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消された交付決定団体は、この要

綱による交付申請をすることができない。 

 

（補助金の返還） 

第２１条 区長は、第１１条の規定により変更交付決定を行った場合または前条の規定により交付

決定を取り消した場合において、当該変更交付決定に係る変更・中止部分または当該取消しに係

る部分に関し、既に申請者に補助金が交付されているときは、台東区フードパントリー運営団体

支援事業補助金返還命令書（第１４号様式。以下「返還命令書」という。）により、その返還を命

じるものとする。 

 

（違約金及び延滞金の納付） 

第２２条 第２０条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部の取消しを行い、前条の規定に

より当該補助金の返還を命じたときは、申請者は、当該補助金を受領した日から返還の日までの

日数に応じ、当該補助金の額（一部を返還した場合のその後の期間においては既返還額を控除し

た額）につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した違約金（１００円未満は切り捨てるもの

とする。）を区に納付しなければならない。 

２ 前条の規定により補助金の返還を命じた場合において、交付決定団体は、定められた納期日ま

でに補助金を納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付

額につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満は切り捨てるものとす

る。）を区に納付しなければならない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当たりの割合と

する。 

 

（延滞金の基礎となる額の計算） 

第２３条 前条第２項の規定により、延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補助金の



未納付額の一部を納付したときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係る延滞金の基礎となる未

納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

（消費税等に係る仕入控除税額の取扱い） 

第２４条 交付申請団体は、第８条の規定による申請書を提出するにあたり、補助金における事業

経費に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱いについて、台東区フード

パントリー運営団体支援事業補助金に係る消費税仕入税額控除確認書（第１５号様式）を併せて

区長に提出しなければならない。 

２ 交付決定団体は、第１６条の規定による実績報告書を提出する場合において、消費税等の申告

により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定しているときは、当該仕入控除税額を減額して報

告しなければならない。 

３ 交付決定団体は、補助金の額の確定後に、消費税等の申告により補助金に係る消費税仕入控除

税額が確定したときは、台東区フードパントリー運営団体支援事業補助金消費税仕入税額控除報

告書（第１６号様式）により、速やかに区長に報告しなければならない。 

４ 交付決定団体は、前項の規定による報告を行ったときは、当該仕入控除税額を返還しなければ

ならない。 

５ 第２２条第２項及び第３項の規定は、前項の返還の規定について準用する。 

 

（補助金の経理等） 

第２５条 交付決定団体は、補助対象事業に係る経理について収支の事実を明らかにした証拠書類

を整理し、かつ、これらの書類を事業が終了した日の属する会計年度の終了後５年間保存するも

のとする。 

 

（検 査） 

第２６条 交付決定団体は、区長が台東区職員をして事業の運営及び経理等の状況について検査さ

せた場合、又は事業について報告を求めさせた場合は、これに応じなければならない。 

 

（非常災害の場合の措置） 

第２７条 非常災害等による被害を受け、補助対象事業の遂行が困難となった場合の措置について

は、区長が指示するところによる。 

 

（委 任） 



第２８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

 

   付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 補助金の交付に関し必要な行為は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。 

 

付 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和５年１月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 



別表（第６条関係） 

補助対象経費 内容 

人件費 

（団体運営のための人件費を除く。） 
補助対象事業の従事者に対する謝金等 

備品購入費 冷蔵庫、冷凍庫、机、いす等にかかる経費 

交通費 補助対象事業従事のための交通費等 

印刷製本費 事業案内チラシ等の作成にかかる経費 

消耗品費 消毒液等食中毒防止対策、感染防止対策費 

保険料 フードパントリーのための保険料 

光熱水費 電気、ガス、水道料金 

食材費 フードパントリーのための材料費 

その他区長が必要と認める経費  

１ 補助額は予算の範囲内とする。 

 

別記 個人情報の保護に関する特記事項 

 

１ 補助対象団体は、区が提供した個人情報並びに補助対象事業の実施過程で取得した個人情報及

び知り得た個人の秘密（以下「個人情報等」という。）を第三者に漏らしてはならない。補助期間

が終了した後も同様とする。 

 

２ 補助対象団体は、個人情報等を区が指示した目的以外に使用してはならない。 

 

３ 補助対象団体は、補助対象事業を実施するために個人情報等を収集するときは、区が指定した

項目以外の個人情報等を収集してはならない。 

 

４ 補助対象団体は、個人情報等を補助対象事業の実施以外の目的で複写してはならない。 

 

５ 補助対象団体は、個人情報等の滅失、毀損及び盗難等の事故を防止するため、作業責任者の配

置、保管庫の施錠を適切に行う等、善良なる管理者の注意義務をもって個人情報等を取り扱わな

ければならない。 

 

６ 補助対象団体は、補助対象事業の処理及び個人情報等の管理に関して事故が発生したときは、

速やかにその状況を区に報告しなければならない。 

 

７ 区は、前記の報告を受けたとき、又は特に必要があるときは、補助対象事業の処理状況や個人情

報等の管理状況について立入検査をすることができるものとし、補助対象団体はこれに応じなけ

ればならない。 

 

８ 補助対象団体は、補助対象事業について、電算処理をするときは、不正アクセスやコンピュータ

ーウイルス等による個人情報等の盗用、破壊、漏えい、改ざん等に対する防御機能を装備した電子



計算機を使用しなければならない。 

 


